
(2)各会計、関係団体の財政状況及び健全化判断比率（市町村）

地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況（単位：百万円）
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関係する一部事務組合等の財政状況（単位：百万円） 59
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計

公債費負担の状況 将来負担の状況

合計

合計

当該団体
からの
貸付金

当該団体からの
債務保証に係る

債務残高

当該団体からの
損失補償に係る

債務残高

一般会計等
負担見込額

備考

一般会計 5,728 5,192 536 386

備考 地方公社・第三セクター等名 経常損益
純資産又は
正味財産

当該団体
からの
出資金

当該団体
からの
補助金

平成25年度 宮城県大郷町

一般会計等の財政状況（単位：百万円）

会計名 歳入 歳出 形式収支 実質収支
他会計等

からの
繰入金

地方債
現在高

21 － 100 － － －209 4,409 ㈱おおさと地域振興公社 8 ▲ 142

一般会計等（純計） 5,728 5,192 536 386 4,409

実質赤字額

　※一般会計等（純計）は、各会計の相互間の繰入・繰出等の重複を控除したものであり、各会計の合計と一致しない場合がある。

-

他会計等
からの
繰入金

企業債
（地方債）
現在高

左のうち
一般会計等
繰入見込額

資金不足
比率

備考会計名
総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

資金剰余額
/不足額

（実質収支）

公営企業会計等の財政状況（単位：百万円）

－ －国民健康保険特別会計 1,066 950 116 116 84 －

後期高齢者医療特別会計 74 73 1 1

介護保険特別会計 1,009 977 32 32 174 － － －

134 － 法適用企業水道事業会計 212 199 13 13 12 707

29 － － －

農業集落排水事業特別会計 47 45 2 2

法非適用企業下水道事業特別会計 282 275 7 7 144 1,568 1,440 －

71 － 法非適用企業戸別合併処理浄化槽特別会計 52 52 0 0 19 73

31 334 334 － 法非適用企業

公営企業会計等 171

連結実質赤字額

2,682 1,979 -

一部事務組合等名
総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

資金剰余額
/不足額

（実質収支）

他会計等
からの
繰入金

企業債
（地方債）
現在高

左のうち
一般会計等
負担見込額

備考

－ －吉田川流域溜池大和町外２市４ヶ町村組合 2 2 0 0 －

黒川地域行政事務組合：病院事業会計 2,918 3,014 ▲ 96 470 422

黒川地域行政事務組合 1,982 1,952 30 30 32 594 101

黒川地域行政事務組合：介護事業会計 37 39 ▲ 1 15 － － －

2,775 416

－ －宮城県市町村職員退職手当組合 18,950 18,164 785 785 1,925

宮城県市町村自治振興センター 137 132 4 4 －

宮城県市町村非常勤消防団員補償報償組合 1,020 1,017 3 3 － － －

宮城県後期高齢者医療広域連合 400 362 38 38 7 － －

－ －

－ －宮城県後期高齢者医療事業会計 241,731 232,036 9,694 9,694 10,072

3,369 517一部事務組合等 11,039

地方公社・第三セクター等

平成23年度 平成24年度 平成25年度 分母比

元利償還金 458,061 431,398 419,615 15.9 将来負担額

区分 平成23年度 平成24年度 平成25年度 分母比 内訳

　※地方公共団体が①25%以上出資している法人又は②財政支援を行っている法人を記載している。

　※地方公共団体財政健全化法に基づき将来負担比率の算定対象となっている法人については、○印を付与している。

実質公債費比率　　（千円・％） 将来負担比率　　（千円・％）

区分 平成23年度 平成24年度 平成25年度 分母比

- いわゆる五省協定等に係るもの - - - -

PFI事業に係るもの - - - -

減債基金積立不足算定額 - - - -

一般会計等に係る地方債の現在高 4,415,606 4,369,901 4,408,714 166.6

債
務
負
担
行
為

債務負担行為に基づく支出予定額 - - -

- - - -

 公営企業債の元利償還金に対する繰入金 182,911 176,486 170,145 6.4 組合等負担等見込額 

公営企業債等繰入見込額 2,114,491 2,073,420 1,977,837 74.7 国営土地改良事業に係るもの
準
元
利
償
還
金

満期一括償還地方債に係る年度割相当額 - - - -

- -

債務負担行為に基づく支出額（公債費に準ずるもの） 258 231 151 0.0 設立法人等の負債額等負担見込額 - -

973,032 932,548 35.2 地方公務員等共済組合に係るもの - -

- - -

 組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担金等 97,993 68,491 69,524 2.6 退職手当負担見込額 989,784

642,857 572,154 517,416 19.6 森林総合研究所等が行う事業に係るもの -

676,606 659,435

- 社会福祉法人の施設建設費に係るもの - - - -

-

一時借入金の利子 - - - - 連結実質赤字額 - - -

- - 依頼土地の買い戻しに係るもの - - -

債
務
負
担
行
為

PFI事業に係るもの - - - - 充当可能
財源等

8,162,738 7,988,507 7,836,515 引き受けた債務の履行に係るもの -

- - - -

内訳 平成23年度 平成24年度 平成25年度 分母比 (Ｅ)

組合等連結実質赤字額負担見込額 - - - - 損失補償・債務保証の履行に係るもの合計 (Ａ) 739,223

- - - -

いわゆる五省協定等に係るもの - - - - 充当可能特定歳入 

充当可能基金 2,176,100 2,548,062 2,510,362 94.9 その他上記に準ずるもの

- - -

農業集落排水事業特別会計 369,654 353,272 333,813 12.6

地方公務員等共済組合に係るもの - - - -

1,559,380 1,542,646 1,439,638 54.4

国営土地改良事業・森林総合研究所等が行う事業に係るもの - - - - 基準財政需要額算入見込額 

276,546 369,015 377,044 14.2

企業債等
繰入見込額

下水道事業特別会計

4,007,281 3,983,705 3,960,297 149.7

56,190 70,760 2.7

損失補償・債務保証の履行に係るもの - - - - その他の会計 -

65.5 41.8 37.3 戸別合併処理浄化槽特別会計 44,547

140,910 121,312 133,626 5.0

社会福祉法人の施設建設費に係るもの - - - - 将来負担比率（(Ｅ)－(Ｆ)）／（(Ｃ)－(Ｄ)）×１００

(Ｆ) 6,459,927 6,900,782 6,847,703 水道事業会計

- - - -

その他上記に準ずるもの - - - - 健全化判断比率

- - -

引き受けた債務の履行に係るもの - - - -
公社・

三セク等

地方道路公社に係る将来負担額

20.00 その他第三セクター等に係る将来負担額 - - - -

- -

利子補給に係るもの 258 231 151 0.0 実質赤字比率 - 15.00

平成25年度 早期健全化基準 財政再生基準 土地開発公社に係る将来負担額 - -

実質公債費比率 11.3 25.0 35.0

算入公債費等の額 (Ｄ) 357,558 363,582 362,244

連結実質赤字比率 - 20.00 30.00

標準財政規模 (Ｃ) 2,954,448 2,962,382 3,008,486

特定財源の額 (Ｂ)

350.0

(Ｃ)－(Ｄ) 2,596,890 2,598,800 2,646,242

34,322 35,186 34,557

実質公債費比率
（(Ａ)－((Ｂ)＋(Ｄ))）／（(Ｃ)－(Ｄ)）×１００

(単年度) 13.4 10.7 9.9

(3ヵ年平均) 13.5 12.3 11.3

将来負担比率 37.3
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